様式第2号
福島県中小企業特別高圧電気料金支援補助金　交付申請書兼請求書
	申請日
	令和　 年　　 月　　 日


福島県知事　様

福島県中小企業特別高圧電気料金支援補助金交付要綱第５条第１項及び第２項の規定により、関係書類を添えて申請するとともに、交付決定の上は該当金額を交付されるよう請求します。
また、当社管理の施設に入居する別紙一覧の各事業者について、それぞれの使用電力に応じた支援金の額を適正に配分することを誓約します。
記
１　申請者の情報
　（１）所在地・名称
	所在地
※個人事業主の場合は代表者の住所
	〒　　　　－　　　　　　

	
	

	事業者名（屋号）
	

	代表者 職名・氏名
	

	施設等の名称
	

	施設等の所在地
	〒　　　　－　　　　　　

	
	

	担当者名
	
	電話番号
	（　 　）

	電子メールアドレス
	


　（２）補助金振込先口座
　 【ゆうちょ銀行以外の金融機関】
	金融機関名
	
	金融機関コード
	
	
	
	
	

	支店名
	
	支店コード
	
	
	
	

	口座種別
	普通・当座
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	
	

	口座名義人（半角ｶﾅ）
	


　 【ゆうちょ銀行】
	記号
	
	
	
	
	
	番号
	
	
	
	
	
	
	
	

	口座名義人（半角ｶﾅ）
	




２　補助金交付申請兼請求額（※１）
	
	円


※１　別紙「月別・テナント別電力使用量一覧」を添付すること

３　添付資料
（１）各テナント事業者の同意書（様式第３号）
（２）誓約書（様式第４号）（※２）
（３）契約種別が特別高圧電力であることが確認できる資料
（４）各テナント事業者の電力使用量が確認できる資料
（５）法人の登記事項証明書（※３）
（６）口座番号、口座名義人を確認できる書類（預金通帳の写し）
　　※２　対象の各テナント事業者の誓約書を含む。
　　※３　法人のみ。発行日から３か月以内のもの。

（参考）
補助対象となる「中小企業」及び「小規模事業者」の定義
	業　種
	中小企業者
	小規模企業者

	
	資本金の額又は出資の総額
	常時使用する従業員の数
	常時使用する従業員の数

	1 製造業、建設業、運輸業
その他の業種（②～④を除く）
	３億円以下
	300人以下
	20人以下

	2 卸売業
	１億円以下
	100人以下
	５人以下

	3 サービス業
	5,000万円以下
	100人以下
	５人以下

	4 小売業
	5,000万円以下
	50人以下
	５人以下



補助対象とならない「みなし大企業」の定義
	1 発行済み株式の総数又は出資価額の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企業者
2 発行済み株式の総数又は出資価額の総額の３分の２以上を複数の大企業が所有している中小企業者
3 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占める中小企業者



